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1992年参院選における投票率低下の分析

品田 裕

はじめに

19ゆ2年7月26岡、参銭院通常選挙古河Tわれた。結果は自民党が69議席を獲得

して事前の予惣どうり大勝した。前園89年選挙で犬敗した自民党は再ぴ議会の

過半数を擁得することはできなかったが眠調に復調した。他方前回「山が動い

た」と言わしめた社会党連合は再度の勝利を掴むことに失敗し、中でも連合

はほぼ全滅という惨敗を喫した。しかし今次参院選挙において特筆すべきこ左

はむしろ異常な低油慕率である白投票率は金菌で50.7%で参院選史よ最低を記

録した。ある意味では最大の有権者集団は寮権者グル プである。もちろん議

会政治においては繊席数こそが決定的暗要素であり 各党もそれを前提に振る舞

わねばならないのだが、他方「劇的に変化していかねばならないとLに有権

者の多数が結集し政治的決定を行なったといつには、こ¢程度の参加では心併

ないのも事実である。民主主義にとっては過剰な参加と同様にあまりの無関心

も芳し〈ない徴候である。

今回の低投慕率が意味するところについては「絶望的な政治不信」から「現

状へ¢満足の現れ」まできまざまな解釈が選挙後になきれてい官。また低投票

(日朝日新聞(1992年 7月~日朝刊)任劇

'"現恨への構足の現れと解釈するのは、大級秀実 r'92~審院選結集を続む〈下"
京線新聞"鈎2年7月'"目朝刊)他方政治不信を強御するものとして競売新聞 (1992

7 Ji27日朝刊)
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率の原因左していろいろな要素が挙げられでもいる。しかしヂ タに基づいた
{り

実証分祈に依拠したものは、データや時間の制約上まえ噛ど会い。したがって

当面なされるべきことは この投票率低下の実態を把纏しその原因を実証的に

解明することにある。このような実証分析の後にどの解釈が妥当であったかが

明確になるし、今4函の選挙の位置づけも可能となるであろう。

今回の参院選挙で投票率の低下地%、かにして起こったのか。その様子を記述

し原幽とその影響を探索するのが本稿の第一の目的である。現在われわれカ明旬

用できるのは選挙区、つまり都道同県レベルと一部の府県の甫町村レベルの集

計データのみである。したがって基本的には因果関係を特定したり 個人レベ

ルの待動に還元した解釈を行うことは不可能であるが投票率減少の諸相を明

らかにし、巷間いわれている原因についての検証を符なうことは今次選挙を理

解する上で有意義であるa それはまたサーベイデータを含む今後の詳細かっ

般的な分析に論点を提供する挙備作業としても有用である。そのためにわれわ

れはまず E本の投票率に関する研究の中から集計データを利用したものを検

討し、分帯?枠組や使用する変数についての増備を行ないその後実際にヂ タ

を使ョた分析を行なうことにする。

2 設事率変動に関する従来の研究・変数リスト 分析枠組

日本の投票率についての言鋭は学術的なものから俗説に至るまで数多いが、

間選挙直後の7月27'283を中心に金園 地方各紙、また富沢総理やW~社会党，記

長などの政治家も低い投票率の原因に言及しているe掲げられた要因を列挙すると、

争点木在 (C争点ポケ"' 既成政党批判または不信夏休み最初問日曜困 パルセロ
ナ五輪盆暑倉院の特来性無風選挙の増大自民優勢の鞠道(アナウ〆スメノト
効果) 有権者の現状肯定意犠などである。

(4) 1鈎2"1'-11月の時点で公表された数少ない調査データの分析としては 乗鋤挺票に関

する平野治 (1992)、m 金園調査をま2とめた岡本河野"関21カZあるe
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投票率や棄権を焦点とした分析は少ない。しかし近年この領舗での研究が進ん

でおり、中でも集計データを利用した分本庁左しては富野(19四)、山田 (19沼)

が重要である。宮野論文は、内外の投票率についての多くの研究を整理する

方、ライヵー ォードシュクの合理的選択モデルを採用し、選挙結果に影響す

る主観的曜率(いわゆる Pターム)の再解釈を通じて、「一票の重み」が他の

変数を続開しでもなお投票率に影響を与えるこ Jとを検証した。山田論文はやは

りライカ オ ドシュクのモデルから出発する。網羅的な先行研究のレ

ピム の後このモデルに沿うて作成した変宮支'Jストを基に重回帰分析を行い、

投票率の勉域間の相違や変動を誹周する要因を明らかにした。

われわれは、この二つの省文の洗練された手法もさることながら 変数リス

トの整理のしかたに注目する。富野は変数群金、「説明対象(地域聞の相違か

時期による変化か)~と『変教の性格(-t:.'、理特性組織加入社会的属怯選

挙区特性 国家レペル)~によって、また山聞は「合理モデルの四項目(選挙

結果への影響の主観的確率。政党聞の期待効用差投票のコスト 投票の長期

的価値)~と r変数のしペル(選挙区レベルか園家レベルか)~によって分類整

理し、日本の投票率研究であげられた変数を網羅酌に位置づけている。このう

ち宮野の「変数の性格」という軸はミクロ変数を含むので集計データの分析に

は不適切であり、また山田の「四項目分類」も暖味で相互背反的ではないから

排除するが われわれは「説明対象」と「変畿のレベル』の=つの基準を受け

入れる。ただ r説明対象」の輸については、本橋の関心から時期による変化の

説明に専念することとし 更にそれも「時的援乱的な変動」と「持続的構造

的な到ヒ傾向」の三つに細分化することにする。 また「族教のレペル」の制

'"宮野の地鴫澗の相退に対する説明lま 各地域の基本物な投票特性の静時制な分析t
読み替え別に考えるととにする。なお、との際留意するべきは変動の説明対象として
の「時期による変 h にも地域聞の差異と金図的な傾向の両方があり、地機比較とX，
時比較を対立させる宮野の分類は説明対象と変数レベルを混同してお旬不完全であっ
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については、説明変数一変動の要因ーがどのレベルで作用するかによって山困
1・)

と閉じく、全国レベルと選挙区レベルに二分する。したがってわれわれの褒数

リストは「鋭明対象(一時的変動か持続的傾向か)，と「変数のレベル(選挙

区か全国か)，の二輪によるマトリックスとなる。このマトリァクス上に三人

の挙げた諸変粧や今時選挙で指摘された愛数を再度位置づけし、函 lに示す。

さて宮野山田はともにライカ オードシ品クモデルを出発点とするが、

これは合理性に基づき個人の行動を説明するモデルであり、本犠の関じ、(投票

率の変動)からもデータの性質(集針ヂ タ)からも今回は敢えて採用しない。

ではわれわれの作業に理諭仮説はないのか。本稿の関心が普通的理論ではな〈

一回の選挙に闘する事実の発見にあ旬、また今後のサーベイデ タによる分析

の準備的な性格を持つこと、周いるのが集計ヂーターぞれも阪られた範囲の

であることからすれば、われわれは仮説検証的というよりは仮説探索的になら

ぎるをえない。にもかかわらず以下での分析に何らカの手順を示すために、先

に作成した変数リストを手がかりにごく簡単ではある均九図式を作るこ左とす

る(図21。われわれの分析単位は都道府県や市区町村であるが まず各地域

には各々の社会経済的特性によって基本的な投票傾向がある色額定する。そこ

へ投票率を一定方向へ変化させる持続的な傾向治安力加わる。この持続的な傾向の

要因kなるのは 全国的あるいは地域的な社会変化である。ぞれは人口構成ょ

の要因(年齢構成や学歴の変じ)であったり、経済的な要因(経済成長や産業

構造の変化)であったり 社会心層的な要因(毘知動員の進行)であったりす

る，実際の投票率にはさらに 時的な後乱が加わる。この一時的な変動をもた

らす要因にも金国的なものと地域的なものがあり、それは偶発的な出来事や投

たことである。
側との".~数のレベルは被誕明変教わレベル変動の表われれる場所 と基本的に
はー致する功者、時としてずれが生じるこJともある。金画的な要因でも、地域的な特性
が雄介愛教となる場合に効果に地滅的な強弱あるいは有無ができるからである。
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票直近の急滋な社会的変化である。この基本特性、持稼働傾向 時的変動は

各集計単位の社会における投票率の決定過程仁時間的に形次霊鳴するが、その

総和カを各回選挙における投票率であるa

本稿では 前回選挙からの投票率¢底下に関心があるので、一時的な変動を

中心に 必要に応じ持続的傾向も視野にいれながら分析を行なヮこととする。

分布貯の焦点は投票の時点から少し時間を想った辺りに集中きれることになる。

分析や悦明の対象とされるのは前回参院選と今岡選挙の投票率の差であり、差

をとることによって基本特性と持続的傾向の大部分を捨象したものとみなす。

したがって基本的には投票率の差をー時的な変動と考え、これを全国的あるい

は地域防な要因で説明することを試みZ。

3 媛票率低下の様相

ここまで投票率低下の原因を考察するための理論的準備を行なってきたが

以下ではその分析にはいる前に、今回の参襲院選挙における投慕率の低下がい

かなるものであったのカを検討しておきたい。

投票率は全国で今回が閃 7%で前回カ''<65.0%であった治ち14.3%6ち低下とな

る。都道府県単位で各選挙区での投票率広低下を平均すると13.8%の低下であ

る。標準偏差は3.8%で散らばりは比較的小さい。最も投票率が低下したのは

茨城県の24.9%、次いで崎宝県 (2l.S%) 静岡県 (20.4%)であり 逆に投

票率の低下が少なかったのは自民党の最高実力者の蘭子がかかった山梨県

(4.2%)、散載の知事選挙と重なった山口県 (5.4%)である。前回と比べる

と蔚並投票率は低下したが、この低下は金園的なものであろろか、あるいは地

'"前回と今回同多験還の聞に各地織の基本特性や持続的傾向には大きな変化がなかっ
たという前提に立つので今回の分析枠組みの中から消去できる。ただし社会経済や'"
が十時制要因の作用の際に間接的に影響する可能性はなお検討する必要がある。
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域的な要凶で説明できるのだろうか。 89年と鎗隼の投票率について分散分析を

行い、そに変動を全閣要因(年度問変動)左選挙区要因(都道府県岡変動)に

分解したところ、前者カ巧1.0%、後者カ可5.2%とな句会国要因がまきっている。

8s年選挙は86年と較べやはり投票率の下がった選挙であったが、その時の変動

を同様にして調べると全国要因が:26."6%、選挙区要因が68.3%であった。この

ことカら今回の選挙での投票率低下が令圃的なものであったことがわかる。

投票率は全国的に律にかなり低下したが、しかし地域的な変動によって地

峻聞に差が生じたのも事実である。例えば既に見たように投票率低下が長大の

県と最小の県とでは実に2D%以上の差がある。どのような地域で投票率は特に

低下したのだろうか。次に各地域の社会経済状況と投票率の低下の相闘を見る

ことにする。ます.47都道府県を社会経済変数(人口集中地区人口比 2吋宅人口

比老人人口比第一次産業人口比第三次産業人口比人口増加率)の各四

分位教によって四分婚し、各b のグル プの投票率低下の平均値を比較検定し

たが、いずれも有意な差は見いだされなかった(図 31。社会経涜状況による

地域分繍は投票率の If下と関係がない。また禍関係数を検討しても投票率変動

と社会経済状況を示す変殺との聞には有意な相聞が認めらない。しかし兵庫県

と京都府下の15~の甫区町村を社会経済状兄によって八分嫡しお較してみると、

投票率変化に有意な差が生じる(図的。相関係数を見る左 人口集中地区人

口比 (r=-0.52) 若年人口比 (r=-0.4悶) 人口規模仕 =-0.45)、第三

次産業人口比 (r= -0.45)が犬きいほど また老人人口比 (r=0.50)や第

次産業人口比 (r=0.42)カ川、さいほど投票率の値下が激し目。都市化が進

'"'相関係数はいずれも危険率0.1%で有意である。以下、紅会経済的変数としてと旬
あげるのは、都道府県レベル 市町村レベルとも基本的にここで用いた変要変である。
本績では何らかのモデルに依拠して変殺を湿択するのではな〈 任会経済状況を示す

諸変薮を網履的仁左りあげることによって事実の発見とその単解に主阪をおいてい
る。なお回帰分析はステップワイズ方式で街い、多重共線住に注意を払った。結果に
ついては紙帽の者合上 部割愛した
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むほど投票率が低下する傾向が見られる。都道清県レベルではみられない社会

経済状況との相関が表われた理由としては都道府県単位の選挙区事情などの

政治的変数が紗御きれた、あるいは大都市と農村の両方を抱える兵庫や京都独

自の要因が強〈反映されたといろ可能性が考えられるp ただデ タが鴨られて

いる現時点では、少なくとも都道府県レベルにおいては、ある特定の社会経済

状兄と投票率の低下が結びついているとはいえず、投票率低下の地織泊差異の

要因は各地域の社会経済状兄の妥化 あるいは何カの地域的政治変数に求めら

れる。

以上のことから今回の選挙における投票率の低下は全国的な要因でかなり観

明きれること、地続的な変動については都道府県レベルでは社会経済的な違い

による説明ができないこと、ただし、市町村レ代ルでは都市ヒの選んだ地域ほ

ど低下が散しいことが明らかになったa 以下では投票率の低下の原因を検討し

ていくととにする。

4 役票率低下の原因の分析

以下では先に述べた図式を念頭において投票率低下¢分析を進めるが最初

に述べたように本稿の関心は今回の選挙における敵Lい投票率低下の要因を探

索することにある。したがってわれわれの図式でいえばー時的援乱的な変動を

全国的な要因と地銭的な要因に分けて説明することが専らの関，(.'.左なる。持

続的な変動の説明は必要最小限にし 詳し〈は稿を改めて検討することとした

". 
今回の低投票率の説明は、選挙直後からさまざまに説明されてきている。ま

た、ぞれ以外にも富野や山国の掲げた変数りストの中に今回の選挙にあてはま

るものもある。それらの中から、本稿では網荷量的に全国的な要因としてバルセ

ロナ五絵効果。夏休み効果争点不在労果を、また地域的な要函としては競争
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状足の家化 日本新党効果 社会経済状況の変化をそれぞれ取り上げることに

する。

(1)全国的な要因による一時的な変動

ロバルセロナ五輪 参院選挙の投票目 7月26目はバルセロナ宜輸の開幕と重

なっていた。四年にー度の行事であ句、かつ劇的な菌際情勢の転換後初めて行

企われるということもあり今個のオ 'Jンピックの前人気は高〈、長時間にわた

る放送を多くの人が見た。その放送に多〈の人が気を取ら，，-，つい投票所ヘ足

を違点時間をなくしてしまったといろ脱がある。この鋭の真偽を調べるために、

投票所への出足が昼時からの番組放映によって宮容を受けたかどうかを京

都府の時間別投票率によってみてみよう。

園4は縦軸に投票率、横輸に時間の経過をとり、京都府下における1銘3年以

来の4固の参院選での投票の出足を示している。今嗣の選挙についてみてみる

と確カに12時以降の投票率の申ぴが鈍く、また番組終了後の夕方の時間帯にや

や回復しており、五輪番組の効果を恩わせる。しかしこの鳳からすぐに気づく

ことであるが是からの出足の鈍化や夕方の回倉は前回1989年選挙の際にも見

られるので五輸効果によるものとはいえない。これを政令指定都市市部郡

部に分け都市度を統御しても89年と位与の出足が正牛以降平行に推移するこ

とにかわりはない。また府下'"ち区 市郡について金投票者に対する各時間

帯の殺票者の占有率を求め、それをもとに今次温挙と以前の選挙において午後

(12→ 16降)の時間帯の投票占有率平均に有意な差があるかどうかを検定した

が、やはり89年と92年では有意な差はみられず五蛤効果は否定される。

(的 もっとも亙槍番奮は"目標夜珍ら翌早朝まで政映されていたので、とれが午前中の

出足の鈍さの原因になったという可能性も捻ってはいるが、関西地区での視聴率は翌
自の番組視糟率14.8%に対し釘日深夜分は平均6.3%番組終了時O.4j脳(ピヂオリサ
チ社)であるから た左え効果があったとしてもごく軽微であろう。
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なお gg年と 92~事の午後の出足鈍化の原因については {l).この二回の投票固の

午後に何カ有権者¢外出を妨げるような要闘が共通して作用した、または(2陸生

活習慣の変化(例えば休日の有効利用の風潮)などにより午後の過ごし方がこ

こ数年変わってきた というこつの可能性が考えられる。しかし、 1"について

は 9暗衆院選の投票の出品揃年衆参同日還の時のパタ由ンに類似している

ので、継続的関前として午後の投票の出足が鈍くなっているとはいえない。む

しろ89年と92年の両選挙が共に七月下旬に行なわれたため 有権者が毘中の猛

暑を避けたのではないかと考えるほうが合理的であり 1>'が支持される。ちな

みに各面選挙の投票当日の気温は大阪で83年28.5度、&l年2氾 2度 89'事34.0度

92年32.9度であった。このよっに投票日の最高気温に注目し投票時期の違いを

強調すると気温は投票率変動の金団的かっ一時的要因とみなきれ、 種の「歳

時効果仮説」カ唖出されるととにな弘その検証には詳細な矢象データが必要

であり、効果の計量も厳しいが、午前中好関であった89年投票率の午後からの

伸ぴカ喝6年よりも92年と類似していること 夕方からの投票出足の困惜カ匂9

92の両年で顕著なことから概ねこの仮鋭は妥当である。しかしながら 前回も

今回同様暑い一日であったから、今次選挙における投票率の急落を説明するこ

とはできない。

0夏休み鰻初の日曜日 今回の低投票率の原因として、投票Eが夏休み最初

の日曜日と重なったととも指摘されている。この場合、『夏休み」という時に

は二つの意味ょが含まれている。 つは 全国的にその週末に小中学校の学期が

終わり子供たちにとりあえず翌日の L配がな〈なったということであり、もう

一つは大手製造業などを中心とした大人たちの夏期大型違続休暇¢初日で有権

者である大人たちにも時間的体力的に余裕があったということである。いずれ

。@地理的条件などから生巳る阿投票日の最高タ温の地域差に依拠して説明する場合
は、気温は地域的かっ一時的要固となるe
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にせよ家族で出かけたために投票に行けなかった左いうのがこの読の内容であ

る。大人たちの夏休みは近年定着してきたが、逆に現代の子供に左って夏休み

の意放も変わってきているかもしれず、きらに"年は不景気の影響も考えられ

るので この説の実態は定かではない。しかし残念ながら夢P寺点ではこの夏休

み行楽効果を実証することはできず この効果の存在については保留とせざる

を得ない。第に調査デ タがなく 集計データを周いるにしても、この時期

に選挙カ匂?なわれること自体が少ないので比較が難しい。一つの方法としては

各国選挙初投票当日の輸送機関の附送実績や行楽地の人出を比較し 今回の人

出が有意に多治ったかを嗣ぺることにより推論するこ左も考えられるがその

ヂータも現在ない。また既に述ぺたように暑ちによる織時効果という側面もこ

の鋭にはあり、これを分けることも困難である。

ただ時点聞の直接的な比較は無理でも、地域閣の比較を参考にすることはで

きる。会図的な要因で説明する場合でも その要因の地域的な強弱によって変

動にも地臨差が生じると考え それをとらえようとするわけである。そこで京

都府と兵庫県の市区町村の投票率変動を被説明変録、人口集中地区人口比 IS 

厳来識人口堵初歳以上必歳未満人口比を鋭明褒数とする回帰分析を行なった

左ころ、有効な結果治呼専られた(参照表A(a))。説明きれた変動(金変動の

41.1%)のうち 3C易相斗上.5歳未満人口比(，値は危険率1%で有意)が12.1%、

15歳未満人口比白値は危険率 5%で有意)古宮2.2%を明らかにしたa 都市度

を統御すると、夏休みの影響を最も受けると考えられる子供とその而貌の世代

の対人口比が大きいほど、その市区町村では今回投票率カ'1<下したことを意味

している。もちろん関速を指摘するには骨周変数の層の精査が必要で しか

も説明があまりに迂遠にすぎてまさに隔靴怪簿であるが、にもかかわらずこの

模実は十分に示唆的であ旬、倹証のためにさらなる分析が今後待たれる。また

不在者投票カ噌守回より多かったことや行楽地の人出が多い左の一郎報進も夏休

み効果の存在を支持する。しかし 都離島での繰よげ没票でも投票率は低下し
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山)

ているので、夏休み効果だけで説明することは無理なようである。

33 

。争点あるい陣争点の不在 今回の参院選は、朝日新聞の紙よ座談会で鯨岡

兵棺代議士が「ヘソが何かわからない選挙」と評したように争点が盛句ょがら

なかった、あるいはカみあわなかった選挙であった。争点が不明確なために有

権者の関心も高まらず投票率が低下したというのは最も有力な説である。争点

は通常金閣的に作用するが既に検討してきた全国的要因とは質的に異なる。

五輪効呆や夏休み効果などは有権者が投票叶Tくか否かの決定の最終段階で働

く外部的表層的合要因で、いわば「選挙の舞台装置』であったが、争点は有権

者の心理に根ざした内部的深層的な要因であり、その守析は調査デ タによら

ねばならず本績の範囲外のことである。しかし、今回の選挙における投票率変

動がかなりの程度、全国的なもので、カつ五輪効果や夏休み効果による全国レ

ベルの説明が成功し口、ない以上有力会要因に触れない訳にはいかない。そ

こで NHKカ汁?なった調査デ タの集計結果(岡本 河野1ω吃)を多考に議論

を試みる。

有者島(199泌)は、パトラー ストークスの譲論から目本において争点が選挙

結果に大きな彰響を及ぽすための三条件を抽出している。それによると日本に

おいては (11有権者の関心が商く、 121争点に対する意見分布が偏っており、閉

その偏ョた多数意見が自民党の政策に不満を表潤するといヲ三条件カ宅必要であ

uu今回 不在者金支票は九州の一部を除き全国的に増加した.，月"目から7月お目仁
かけての朝日新聞(首都酒の各県地方版)が伝える左ごろでは、首都圏では遇去最高

となった千葉県をはじめ野並み好調であったJ司様の傾向が、大阪名古屋北海道
福岡などでも見られた。これは制度についての矧議が普及しただけでな〈、や"り遍
挙，実施時期が有権者に都合の良いものではなかったことを示している。Lかし他芳
雄鳥で行われた繰り上げ投票では全国的}投票率力低下が見られたe 鹿児島では 三

つ¢村で平均1.8%、小笠原村母島では6.9%、北樽道の焼尻天売では5.5%の低下
であった。これらの島では r夏休み最初の日曜日」効果は考えらオ吐いから、投票率

低下の原因は他こも求められるべきである。
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旬、 89年選挙はこれを全て満たす稀な例である。では今回の選挙ではどうか。

まず争点への有権者の関心であるが逮続する資料が無いので前回と比殺する

ことはできないもの η報道によると慨して低い。その中では NHK調査でeD%、

毎日新聞調査で32%の人がPKO問題を第 に考慮すると答えた。しカしこの

問題について有権者全体の中で意見分布を見ると、法案の評価をめぐって賛否
聞

が結抗し、多数憲見を創出するに歪つてないので条件 z)を満たさない。 NHK

調査によると PKO問題は社会 共産商党の支持者がよく考慮する争点である

が、他方自民公明の支持者は福祉を、民社支持者は景気対策をそれぞれ最も

重視し、 PKO問題は一応考慮するという程度に留まる。 P守KO問題は量的にも

質的にも広が旬を欠いた争点であったといえる。景気対策や社会福祉について

は多数意見が存在する可能性はあっても、それは自民党批判に依結びつかず

むしろ自民よ句の争点であったから条件(3)に反する。したがって諸島の三条件

は今回は金〈当てはまらず空前の争点選挙であった前固から一転争点の彫響

のない選挙となったわけである。

争点という投票動機を失った有権者が選挙への関心をなくした結系金園的

に投票率の低下を招いたという凱明は適切である。 NHK調査でも PKO問題

や政治改掌を除く生活関連の政策分野(景気 社会福路上税金問題物価対策

など)では考慮争点を指摘しながら還挙に関心がないと答える人が半数厄よい

た。小林 (1鈎zlによると有権者は近年個人主義的な傾向を強め各人の利害に

関わる争点に反応する。。まり有権者が争点を判断材料にする場合、生活関連

争古こそが主たる関亭である。しかし今回はそれらの問題合マ有権者を大量に

動員する方向で結晶することもなかった。つまり 個人的制害を重視する「ト

レンディー」な争点指向の有権者が、今回生活関連問題カ斜争点として成熟して

伺浦島郁夫 (1992) P.21 幻

Ol PKO法案による自衛隊の海舛晴遣に対する賛否は，"K第一次鯛査で45j区対."で
ある。
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" 
いないことを感じ、選挙に関心をもてずにいたことが投票率低丁の原因である

と向調査は示唆している。他方 PKO問題など政治闘で非利益型の争点は国民

全体の中では多数意見にまとまらないが、考慮寸る人の選挙への関心は引き起

こす。これを考慮する有権者は社会党や共産党の支持者に多しその意見分布

は当然反自民の方に偏るから、 PKO問題をよく考慮した有権者に隈れば動貝

効果尚北と考えられ11。実際、沖縄や広島などの選挙区選挙では争点とし

ての PKO問題が『平和 護憲」ライ〆に支持者を再結集し陣営を立て置した

結果、反 PKO候補が勝利した可能性があるa ただそれは新たな支持者の掘り

起こしというより「まもり』の選挙戦を意味するので投票率の上昇に砿ごく限

定的にしか寄与しない。結局、金国的な動貝を可能にする争点は今回の還挙に

は存在せず前回の稀な争点選挙カら一転争点欠知の還挙となったことカ噛票

率の全国的低下の大きな原因であることは疑いない。

。争点欠如の効果と持続的要因 今回の選挙では争点の欠如カ唖投票率を拐

いたがそれは何故か。浦島出89年参院選と9<l隼衆院選の比殺から前回参院選

が稀な争点選挙であるとしたが、同時に争点の効果がなくなった後には再ぴ政

党による心理的拘引が強まることを主張している。しかし今回の選挙では争点

の欠如にも関わらず投票率は盆国的に低かったから、政党要因は十全に回復し
川町

なかったことになる。政党による拘束が全面的に回復しなかった理由としては、

川参議院の特殊事情など個別的な要因が作用した、(2)持続的な要因により政党

支持の心理的拘束が変質したという二つの可能性がある。 11)の参院の特殊要因

としては、多議院が有権者に軽視きれているζ と(右川真澄)や小選挙区が多

"' 直前の園舎における社共同党の晩衝に対する低い解価も逆に影署すると考えられる
から、実際σ効果"割句引かれたであろう。

"'政党要因が咽復しているにもかかわらず、それを相殺してしまうほどの強い要厨が

存在する可能性も考えられるが実際にはそのような要因は見あたらない。
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" い参院の「選挙#構写造~ (高畠通敏)が挙げられる。この見方に立つと参院選で

は今回やお年選挙の低投票率杭常態であり、将来的には周囲選挙や全国的争点

の浮上がない限り低投票率が参院選では続くことになる。政党支持態度と投票

行動の聞に参議院への認噛が媒介変数として作用することを調査データて確認

するこ左や参院の特殊事情がいつ頃から強くす錯するようになったのか明確に

することによって、この議益の正否が決められるであろう。

(2)については近年、政治霞知、政治関与の抽象化全国化という政治意融の

変化、すなわち『認知動員」が進行しており、この持続的傾向か有権者の政党

支持に反映されていると考えられる。三宅 119ゆ吃)は認知動員の成果として、

抽象的なイデオロギーに基づく政党政治の浸透と政治不信による脱政治といっ

矛盾した二つの傾向が生じるとする。しかし珂時点では各党とも新しいイデオ

ロギ を提示するにはいたらず有権者の聞にも抽象的な概念に基づく党派性

は十分には育っていない。むしろ古いしがらみから解放された有権者はより政

策評価に基づく政党支持態度を持つようになり、雨時に白票の有効性を認議し

戦略的な投票行動を行なっているのが現状であろう。そして政策判断や毅略的

行動の判断基準としてはますます有権者個人の利益が重視きれている。 方、

脱政治の方向にも着実に認知動員の効果は生じており、有権者は投票義務感や

政党による心理的拘束から自由であることに違和感を感じない。このよヮな持

続的な傾向の下 有権者の投票行動は争点指向曲かつ紗員各的になり、他方「絶

望」とも「満足』とも異なる脱政拾的傾向が強まるので、政党支持の量的側面

に重大な変化がないにもかかわらず政党支持の心理的拘束は以前より弱まって

いる。ここでは主上のような暫定的仮鋭を提出するに止めたい。調査データの

分析による検査f今後の課題である。

"' 石川真澄 ;;職後革新」、老化の危機」 斬日新聞 (1992年7}j 27日夕刊)
高畠通敏毎日新聞 (1992年1)U~日朝刊)参院選ー梯者座談会における発言
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。全国的要因のまとめ 今回の投票率の急肩書の金図的効つ 時的な要因を検

討してきたヨうえ次のことが明らかになった。 (1).バルセロナ五輪放送の効身長はな

治った。(，猛暑は低投票率の原因ではあるが今回の急落を説明するものではな

い。(3)夏休み最初の日曜日という日程位よる効果は十分可舵性はあるが来確認

である。 (4)争点 とりわけ生活関連争点の欠如が有権者の関心を低下させ投票

率¢低下を招いた可能性がきわめて強い。同争点欠如の効果が大きく表われた

背最としては 認知動員の進行による政党支持の心理的拘束の緩和が考えられ

る。ただL(4X5)については調査データによる検証が今後必夢である。

(2)会也観的な要図による 時却な変動

以下では投票率低下に地域的な差異をもたらす 時的な変節要閣を検討す

る。まず社会経済状況の変化を調べ、次に政治的変数である欝争状況の変化や

新党効果について分析を行なう。

0地慢的な社会経漬状況の変化 前面選挙からの各地機社会の変化は、その

地域における投票率の褒仏に影響を与える可能性がある。例えば犬規模開発に

よる都市化や人口の清動化は投票率低下の原因となる。あるいは地域的な不況

が急に生じたり何らかの理由で地方自治体の予算構成に急な変化が起こったり

した場合には、住民の政治参加に変ゴヒがもたらされる可能性がある。そこで、

まず各都道府県の投票率変化ときまざまな社会経済状足¢変化を示す変殺との

相聞を調ぺてみる。とりあげる社会経済変化変数は、人口関係では人口、人口

集中地区人日比、年齢別人口比、流動人口比、社会経瀦関係では小売販売額、新築

住宅数米収穫量地価農水土木商工各予算配分比、企業倒産件数、ゴルフ

場数(何れも人口あたり)である。しかし投票率の低下と有意な相闘がある

のはイ明販売額成長率 (r=~0.38) ど 14才以下人口変化率 (r =-0.34)の

みであった。また重回帰分析で各変教の相対的影響を検討したが結局、 14才以

下人口変化率は消え小売販売額成長率と商工関連予算変化治マ有効な説明変教と
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して残った。小売販売額成長率 (β=ー0.46)が大きいほど投票率は低下する
聞

が、商工関連予算 (β~O 鈎)が増えると投票率の低下を防げる(参照表A (b))。

有意ではないが比較的相関係数の大きかった変数(人口増加率 地価上昇率)

も考ぇ合わせると、経済特に商業薗での地域の成侵が投票率の低下と相闘があ

る。このような地域は現代的な生活開運争点の欠如に最も前感に反応するのか

もしれない。

次に兵庫県と京都府の市区町村について人口集中地区人口比年齢別人口比、

花動人口比の各率化率と投票率の変化の格闘を調べたところ、開府県に共通し

て有意でかつ同じ符号の相関係数を示したのは、幼年人口比(14才以下) 壮

年人口比 (30-44才) 中年人口比 (45-64才)の各変化率であった。投票率

変動との柑閣係数は幼年人口比変動で京都府カ勾弘、兵庫県がO.Z9 壮年人口

比変動治匂 64と0お、中年人口比変動が 0.56と 0.34で何れも危検率0.1%

で有意である。後の二つは都道府県レベルでは有効でなかったが幼年人口比
{劃

変動については都道府県レベルの分析に合致する。なお幼年人口比変動は壮年

人口比変動とEの相閥、中年人口比は負の欄閑がある。つまり幼年人口の減少

が少ない左ころでは投票率低下の幅も小さい傾向にある。幼年人口比変動l立大

都市周辺のベッドタウ〆で最も大きく減少し交通の便の悪い鹿山村自信では減少

幅カ守小さい。また幼年若年壮年 中年老年の各層における亥イヒ寧絶対値

の総和を計算し、これで各地域乃年齢構成の全体的な変動量を代表させると、

この年齢構成の変動総量は投票率の低下と負の相闘があった(京都府 0.40、

兵庫県一0.31、何れも有意水準ユ%)。つまりその地織社会の年齢傷成句変化

が小さ〈安定的であるほど役票率の低下も小規模となる傾向がある。年前構成

ω 各係2設は小売販奇勿夜長率治危険事"、商工関連予算変化率が同;%で有意 E 
帰式会俸は同じく"で有意 (F=6.47，R'=O幻)。

。!t 15/1.以下には投票績はなb刈りで幼年人口比変動の宜複的~.よりもそこに表われ
ている社会哀官力の影響と替えるべきである。
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"" 
構成化が小きい地域は既に人ロ流出c終わった過疎地域が多〈 伝統射な人間

関併Jう宮強く また政治に額る部分が大きいので投票率も低下しにくいと考えら

れる。しかしこのような人口変動の側面はむしろ持続的な変動要因として長期

的な視野で分析を行なっ必要がある。経済家紗については残念ながらないので、

経済劉ヒと投票率変動の関係は市町村レベルでは不明であり、今後のヂータの

整備と再分析を待たねばならない。

一時的な要因として社会経済状況の変化を考えるならば、その変化はできる

だけ選挙に近し巾李矧で計糊されることが望ましいが、その点今回の分析で用い

た変教は必ずしも適切ではない。しかし 都道府県レベルでは経済特に商業

面での亥イヒカ覗票率の低下と栂闘があることが明らかになった。また市町村レ

ベルで詳しく見ると地闘士会における年齢構成の変動が投票率の低下に関係が

あることが明らかになった。

Oft'争状況の変化 今回の墨挙の低投票率の原因のーっとして、選挙区選挙

における無風区の増加を指摘する説がある。例えば毎日新聞は最下位当選者の

得票数がミ九点者の得票の倍以上となった選挙区を無風区として定義し、その無

風区がー人区を恥C，に今回8から11へと増えたごとに伴い 棄権率が上昇した
札"

としている。実質的な磁争カ匂?なわれずに遷挙結果の予窓が容易にできる場合、

投票のコヌトと自分の投票の有効性を考慮して投票へ行かないという合理的有

権者像がこの鋭の前提である。確泊、にこの前提は受け入れられるが、奇襲風区の

増加を直ちに棄権率上昇の原因とするのはヤヤ説明不足であるa 同記事の定義

による無風区は、前回関年参院選においては全て三人区で そのうち四つ泊客今

回"'年に無風区でな〈なり 三つがそのまま残った。また新たに無風区となっ

たのは ニ人区が三つでー人区が五つである。これら各選挙区で私票率の低下

がどの程度であったかを表 1で確かめてみると、 人区では無風区と非無風区

。附毎日新聞(1992年7月沼日朝刊)
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の聞に投票率の低下に差はな〈 同記事が主張するように一人区での無風区の

増加が投票率の低下に影響を与えたと6まいえない。しかし、二人区で今回新た

に無風区左なった所で役票率の低下が顕著であるように 鏡争度の低下が投票
酬

率の低下に全く影響を与えなかったという訳ではない。むしろ無風区の定義が

傘候補者の内最下位当選者と次点者の三人しカ考慮しておらず、また選挙結

果に依拠しており必ずしも競争度の鈍化を的確に把揖できないので 別の適切

な指標による分析が必要であるB

まず選挙区の候補者盆体を視野に入れるために 麓争率を検討する。銭争

率は定数で候補者数を割って計算するが、問題は候補者数の数え方である。例

えば今岡田人もの候補者がいた東京選挙区では その大半が泡沫候補で一万票

以よの得票者が11入、 5%ι 上の得票者が6人であったが、実質的な候補者数

は何人なのか。あるいは殆どの選挙区で候補者を擁立する共産党の場合、その

候補者の大半は実際には当選見込みがないが、どのように扱えばよいの治。一

つの解決法は法定得票数なと予め基準を決めそれを超えた人数を数える方法で

あるが、これでも候補者聞の力関係、つまり競争状況の実惣を正確に反映する

ことができない。そこでわれわれは「有効候補者数」を準入する。「有効候補

者数』はタ ンベラらの開発した「有効政党数」指標を抵張したもので、全有

効得票数の自乗を各候補の得票数の自乗の嗣日で除して得られ宮。その大きき

は候補者数¢実感に非常に近くなるという特徴があ宮。この有効候補者数に基

"とれらの選挙区でM保守社民間鯵カカ官官固の分裂を克服し候補者を 人ずつに

絞った。また 人区の中でも青森富崎長崎なと宵t困の保守分裂を修復した置挙区
で投票率の低下が訴しいととを考え併せると幾争状況が投票率の褒"こ貴響を与えて
いる可能性は高いa

側 抵凶.0and R. Taagepera ' '1間同.. Numbec of p，叫ゲOlmoarative而 Htical

S社吋1<'， voL 12， P. 10-11 (1979) 

問例えば二人の侠補者が大接織を演じた沖縄選挙区では有効候補者数は2∞であ旬、

三人の候補者がそれぞれ悦生%、30.9%、4.7%を纏得した富山選挙区の場合には1.95
となる。
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づいて計算した銑争侍率を前固と今回の参院選挙について計算し、その変化に

よヮて投票率の低下を検討する。

まず全体的には、続争倍率の変化と投票率の変化には正の相関がある。つま

り競争倍率カ前回より高〈なるにつれて投票率の減少が少なくなる傾向があ

る。その柑間関係は決しFて強〈はないが有意である。(鰻争倍率と投票率それ

ぞれの減少帽による相関係数 r=0.3、危険率5%で有意)このような傾向は

86年や89年の参院選では見られなかった。なお92年の競争情率の変ヒ自体は&l

年や89'与のそれに比べやや大きいが、有意な差はなかった。したがって競争倍

率乃変化は特別に大きかった訳ではないが 今回はそれが投票率愛化とよく関

連したということになる。また 人区と複数区に分けて競争倍率変河じと投票率

変化の相協を調ぺたとこる、一人区では何らの栂澗関係も見い出きれなかった

帆複数区では強い相関関係治官められた。(競争倍率と投票率それぞれの減

少傾による相関係数は r=0.12入危減率 1%で有意)つまり競争倍率の変化の

効果は複数区で専ら発揮きれたと考えられる。このょっに競争倍率の変化と投

票率の変化には相聞がみられるが、これが第三の変費支の作用による見せかけの

相関である可能性もある。これを調ぺるために社会経済変数(老人人口比、人

口楢加率、20ft人口変化率、人口集中地区人口比)と競軒音率変化を回帰分析に

投入したが、競争情率変化の効果は独自に有意であっ2.したがって社会経済

変数を統御しでもなお今回の選挙では競争状況の変化釘効呆があったといえ

る。

しかしこの有効候補者数に基づく鏡争度も、選挙結呆を r後智恵」として利

用しているという点では指標としてなお不十分である。競争状況による髭響を

受けた後の選挙結果でその鏡争状況を十分に表現できるかが疑問だからであ

"例えば続争倦率変化対前画比老人人口比を組立変教に、投票率変化対前回比を従
属変裂にした場合、ぜ=O.34，F値は0.01揺で有意独立変数のt値は共に危喚率'"
で有意図
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る。そこで選挙結果から離れ立候補の段減に戻って政治家や政党の側から競

争状足を見ることにしたい。具体的には候補者の所属政党や立場に基づき、各

選挙区の出馬状況をパターン化する。回年参院選以海 各候補の出身母体は保

守社民共産公明というように大きく三~四に分けられる。保守勢力には

自民党の他、新自由クラプ保守系無所属 進歩党炉、また社民努力には社会

党民社党連会社民連革新系無所属が含まれる。各選挙区の出馬状況は

保守。社民共産から一人づっというのが基本バター〆で、時に保守勢力や社

民勢力から二人めの候補が出馬したり、三 四人区では公明党が参駿したりす

る。そこで基本パタ ンから保守陣営や社民勢力が分裂する度に競争度が高ま

旬、また三 四人区では公明党が参加した場合にも競争度が高まると考えるこ

とにする。逆に分裂が克服された旬、三 四人区で公明党合守色返した場合には

鏡争度が低くなるとする。そこで前回選挙に対する競争度句変ヒによって、各

選挙区を三分類(競争度増加同じ低下)し、各々のグループにおける投票

率変動の平均値を比較し この「鰻争状況の君主化陣営内陣管関競争」仮

説を検証してみる。

まず"都道府県全体について表zを見てみると今次参院選において競争度変

化の三分類は有効で、続争度が低下つまり分裂が修復された選挙区では平均

17.3%も投票率が低下したのに対し、競争度に変化がなかったり逆に高まった

りした選挙区では投票率は各々12.9%、12.4%の低下にとどまった。( 元配置

分散分析で危険率 1婦で有意)したがって今回の選挙では紛争度の低下が投票

率の低下に 層拍車をか付たといえる。また逆に陣営の分裂(分立)による競

争激化の効呆は磁認できなかったD 同様の分析を86年。"年の両選挙で行なっ

ても鱗争陵の変化によって投票率変動に差を見い出すことはできない。した

が9て「競争状況の変化」仮脱が常に有効とはいえない。もっともこの三回の

選挙も衆参同日遣や強力な争点があった異例のものであっただけに、この仮鋭

の普遍性については現時点では即断できない。しかし少な〈とも今回の選挙で
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は競争状児の剣!11:::o世票率低下に地域的な影響を与えたことは確坊である。

次にもう少し詳しく検討するために各選挙区を 人区二人区三。四人区

に三分し、定数測に競争度の変化と投票率変動の関係を同じく表Zで見てみる

と 人区では続争度¢変化によっても投票率の変化に差は生じず両者には何

ら関係が認められないが、二人区や三 四人区で依幾争状兄の変化と投票率変

化とには関係がある。(一元配置分散分析で二人区は危険率1%で有意、閉じ

く三 四人区は 5%で有意)明らかに保守社民各陣営の紘一により競争農の

9純化した選挙区で投票率の低下が著しい。また有意な差とはいえないが、童完争

度の滋化した選挙区では投票率尻島下カ'"干ましであるとともわかる。一人区

で競争度変 kの効果が見られない理由として、 人区と複数区とでは続争¢佐

賀が違うことが考えられる。 人区ではたとえ陣営内の分裂が修復できても当

選するためにはさらに陣蛍間競争に勝判しなくてほならず、その点有権者が支

持候補の勝利を見越して手を抜くということも難しい。他方、複数区における

分裂の回避は政治家にとっては当越確率向上のための消極的な安全策に他なら

ないが同時に有権者にとって怯陣営問畿争の勝敗予想がきわめて容易にな旬、

陣営内競争もない分間，eも 膚低澗になるのであろう。

最後に保守 社民の両陣営別に競争状兄の変イヒを検射してみると、今固め選

挙では前回ゃ前々聞とは異なり、保守陣営での競争の亥化が投票率変動に有意

な差をもたらしている。中でも茨械鯵岡 岡山の各県 fいずれもこ人区)で

の2心%前後の投票率減少が際だっている。また保守系無所属の出馬や複数候補

の擁立によって新たに競争度が上昇した五選挙区の殆どカ"0%程度の投票率低

下に留まった。他方社民陣営では競争度の変北自体泊旬ょなく、分裂を修復した

岡山以外には目立った効果はなかった。

以よ検討してきたよろ仁、今圃の選挙においては鍵争状況の変化が原因とな

り投票率変化に地織的な差をもたらしたことが明らかになった。つまり競争の

鈍げ乙が一郎の選挙区の投票率をー層低下させたといえる。それは主に二人区に
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おいて自民などの保守陣省と社会党 民社党連合などの祉民陣営が安全策に

走りー種の勢カ分割を行なつことによって生じる。社民勢力の方カ基本的には

小きいから、競争回避の責任は保守陣営によ句多くあるといわねばならない。

しかし候補者や処方党に左つては単独候補擁立の方が退かにコスドが安〈済み

しこりも残らないので 二人擁立の動機は大きくない。投票率の低下が比例区

など他の選挙結果に与える悪影智についての党本織の懸念や派閥関の勢力争い

といった申夫の政治的事情が、むしろ競争状兄を社性化させ低投票率の地域的

な特効薬となるかもしれない。また競争状況の劃包の効果は今回の選挙におい

て明瞭に表わ札たが、これは同日選挙がなく、また肢にみたように争点の影響

もないなど、今回の選挙が非常にプレーンだったことによる。逆にいうと前々

聞や前圃の選挙のように犬きな要因が働くと他に後争状況の変化の効果は隠れ

てしまう。集計データから他人の行動は考察できないが、以上の事実は、有権

者の理事歎予想による投票 棄権¢合理的判断が争点などさまざまな考慮や心理

的拘束を逃れた最後に行なわれるごとを示唆している。

-O新党ブーム 今回の選挙ではいくつか¢新しいミニ政党が初登場した。中

でも日本新そ党は多くの票を集め既成政党の 角にくい込んだ。国中普郎

(1977.19ω)によると、新政党の登場により投票率が上がることがある。新

しい政党がいままで投票所へ行かなかった、あるいは足が遠のいていた有権者

を掘り起こす緒果投票率が上昇するといつのである。，%，年の公明党や1976

年の新自由クラブがこれに骸当する。一般に、新党プ ムというと金図的にそ

の新政党への支持治仁一気に高まる伏見カ明星定されるが、実際の選挙戦では候繍

者を擁立できた選挙区が限定されていたり(公明党新自由ク) 党首の出身

地などにより支持が組織的に偏っていたり(日本新党)するので、その投票率

変動への寄与はあったとしても地域的なものになりがちである。

きて今回η選挙における日本新党の成功は、校慕率の変動に地域的に影響を

与えたであろう喝。公明党や新自由クラプの場合と異なり今回は金圏酌に投票
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率が低下しているので、「新たな有権者を楓り起こし投票率を上昇させた」と

いつよりも「棄権をくい止め投票率の低下の程度を緩布した」かどうかが問題

となる。そこで、まず各都道府県における目本新党の絶対得票率と投票率やそ

¢変動との関連を調《たが、殆ど何の相関もなかった。また九州各県 G中縄県

を除く)と都市型都道府県(人口集中地区人口比上位10県の内福岡県を除〈葉

遣府県)とそれ閣外というように各選挙区を三分し投票率変動の平均直を比較

したがグル プ聞に有意な差は見られなかっ定。しかし慨に見たよう各選挙区

のた票率変動には競争状況の変ヒが影響しているので新党効果を即座に否定す

る訳にはいかない。続争状児に変化の無かった選挙区のみで日本新党の絶対得

票率三分領を用いて各下位分類の投票率変動の平均値を比較すると有意な差が

'" みられる。

各選挙区における鏡争度変化を統御するためにここで対象となるデータを市

町村をケ スとする府県レベルの集計データに換え、兵庫県と京都府について

調べることとするe まず日本新党の絶対得票率と投票率や投票率変動との聞に

は今度は明瞭な梱関関係が表われている。(相関係数地噛票率では兵庫県が

0.50、京都府で-0問、また投票率変動(対前回差)で各々 0.39，-0.75 

危険率0.1%で有意)しかしそれは何れも負の相闘であり、日本新党の得票が

多いほど投票率が低く、また前回より大き〈下がる傾向にあることを示してい

る。つまり棄権の多い あるいは噌加した地域ほど日本新党への支持も多い。

したがって日本新党のイ〆パクトは棄権を減らすほどの劇的なものではなかっ

た。ただ っ興味深いことは、日本新党の絶対得票率が自民党の絶対得票率変

ωあるいは日本新党<絶対得票率乃多.によって各遺挙区全三分類しでも有意な差は

生じないe

ω 元配置分穆分析で危険:.5%で有意。また有倉でほなU靖夫問機に都市型選挙区
を除く残り二つのグループの中で競争獄況こ変 Eの無かった選挙区のみで投票率表動

の平均値を比厳トする t九州各県の方が投票率低下が少ない。
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動と負の相関関係(兵庫県で 0.26、京都府で 0.59) にあることで、自民党

の得票率変動が投票率変動と正の相関を示すこ tt合わせると、自民党の得票

が減るにつれて日本新党の得票と棄権が増加することになる。これは目本新党

も棄権の増加分もともに自民党からの限脱者を有力な基盤としていることを示

している。そのかぎりにおいては日本新党と棄権グル プはライパル閣係にあ

るが、分けあうパイである自民党得票寧の減少分は圃定されていないので、目

本新党の躍進と棄権の増加、すなわち投票率の低下が阿時に起こったとしても、

それが重ちに投票率変動に対する新党効呆を全く否定するものではない。問題

は目本新党と棄権増加分(投票率低下)のカ閣係である。日本新党が強い地蛾

でも、日本新党の得票と比べ棄権の増加が他地域と梱対的に同じ動度に生じて

いるかが検討されねばならない。

図5は日本新党の絶対得票率の八分位教によョて両府県下の市区町村を人分

類し、日本新党得票率に対する棄権準増加分の比を各グループご左の平均値で

示したものである。兵庫県では目本新党の票が伸ぴるにつれて棄権増加分が相

対的に少な〈なっており、且本新党の仲ぴに比べ棄権増加句伸ぴが鈍っている。

他方京都府下の各グループの聞に差はない。また日本新党の絶対得票率と棄権

増加分の対日本新党比と¢相関係建設も 同様に兵庫県においては負の栂関関係

(-0初、危険率0.1%で有意)を示すが京都府については相聞が無い。岡本新

党が億罰した兵庫県下の市区町村では棄権の増加が緩やかであり これは新党
閣

効果が多少とも棄権の増加を〈い止めた可能性を示唖するものである。なお、

このような日本新党の得票率と棄権増加T伸ぴについての相関は都道府県各選

挙区をケ スとした全固レベルのデータでも見られる。 (-0.51、危険率ゆ1%

闘 もちろん新党効果に関する因果関係を証明するもので砿ないe両者の格闘が見せか
けである可能性に加え、仮に直懇の関連がある在しても選挙区遍挙などの事情で棄権
の欄加がくい止められた分が目本新党の成功に結ぴつく「逆新走効果」の可能性もあ
る。
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で有意)

最後に社会経務変数を投入して 兵庫県で見られた相関が見せかけであるか

あるいは逆に京都府でも隠された相聞が発見できるか争指すする。用いる社会経

務変数は、各甫町村の20代人口比老年人口比(年同市)、流出入人口比(定着度)

人口集中継区入日比{都市度)、第一次産業人口比第三次産業人日比(械業)

人口増加率(発展段)であ旬、これにE本新党絶対得票率を加え説鯛変数とし

棄権増加分の対日本新党比を被脱明変数として重圃帰分析を行なう。まず兵庫

県については結局 日本新党得票率のみが有効で棄権増加(対日本新党)比の

変動の36.4%を説周する(参照表A(d))。したがって兵庫県における相関は

見せかけのものではなかった左いえるa 京都府において有効な説明変殺は 第

三次産業人口比、日本新党得票率、2t代人口比であった。日本新党得票率は寄与

率15%で三番目の影響力を持っており、その係数の符号は負であった。これは

E本新党が強いと棄権増加の伸び利鈍るという関係が、外見上は社会経務変数

によって隠きれていた京都府でも存在したことを示している(参照表A(c2))。

以ょのように二つの府県から相聞が発見されたことにより、目本新党が決し

て強くはないが棄権の馨しい増大を多少なりともくい止める効果を有していた

可能性uが強くなった。既成政党からの篠脱者が多いところでは日本新党の得票

も多いが、眼脱者に対する日本新党の絶対得票率の割合は 定ではなく、新党

は得票糟加に左もない殿脱者の申でのシιアを高めている。つまり、日本新党

は既成政党カらの瞬脱者の多くを支持者』こ改宗させて離脱者内の主流を歩むと

いうほどには力はないが、棄権がより一層増えるという事態を防ぐだけの効果

はあった訳である。日本新党が政党再網成の中心となるには既成政党からの緩

脱票の獲得カq三十分であり 逆にいろとそれだけ遷挙政t白からの雄悦者が今回

は多かったということができる。

O地域的要閣のまとめ 今回選挙における投票率低下の地域的かつ時的な

要闘を検討した結果、次のことが明らかになった。 (1地域の社会経務状況の変
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化、とりわけ商業的側置での成長と投票撃の低下に関連があること また地域

の人口構成の変動が彫響する可能性があった、"濯挙区選挙 とりわけ複数定

貝区における続争状況の低下が投票率の低下に拍車をかけた ，，'日本新党の躍

進をもってしでも棄権の増大は妨げなかったが、棄権者槽加のペースを落とす

程度の影響はあった。また上では触れなかった治大今f回選挙では一部の地域で

首長選挙や地方践貝選挙が同日選挙として行なわれた。中でも知事選挙が岡崎

に行なわれた山口県では投票率の低下がわずカであり、両国選効果の可能性を

強く示唆している。

最後に新党効果や同日選効果は別として 競争状況の変化と社会経済状兄の

愛ヒの相対的関係を検討しておきたい。そこで都道府県レベルのデータを周

い、競争状況の変化として有効候補者数の変ヒ、また社制怪済変動としてイ告

販売額伸ぴ率 地価上昇率商工関連予算変化事を説明家数に、被説明変数に

は投票率変化を投入して重回帰分析を行なったところ、小売販売額伸び率 (β

=-0.37、有意水準0.1%) と有効候補者数変化 (β=0.34、有意水拳 1%)が

有効な説明変数となった(式全体は危険率0.1%で有意 R"=O.26) (参照表A

(d) )。したがって社会経穫の変化と競争状況の変化はほぼ同程度の影響力を

投票率の変化に対し及ぼしている。もっとも複数区に隈って問機の分析を行な

うと、有効懐稿者数変化 (β=0.76、有意水増0.1%)のみが有効でこれだけで

会変動の58%を院明するといろよろに競争状況の変化が圧倒的な説明力を有

する。以上のととから社会経済状況の変化もさることながら、候補者の教や新

政党の結成など政治家匂行動が投票率の地域的な差異に重要な影響を及ぽして

いることが明らかになった。政噛家は当還を最大目標とし 同時にそのコスト

を最小限に抑えようとする。そのこと自体は合理的な行動であるが可ぞれが候

補者数を抑印刷し鶴争を綾小イじしたり、新党活動にたいする抑制となったりする

のであれば民主制の維持という長期的な相j益k矛盾する。また特定の地舗で実

質的な妙争が長年存なわれなければ住民の選択の機会を不当に臨限することに
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もなる。投票率を長期的に確保するためには競争や政治活動を活性化する制

度 方策が必要であるが、それを決定するのも政泊家であるからその責任はき

わめて大きい。さらに先に誼ぺたように今日 認知動員が進行してお旬、有権

者も競争の程度など各地織の政治状兄を理解し敏感に反応するようにな，つつ

あるだけに 今後各地の投票率に対する政治家の影響と責任は層大きくなる

と考えられる。

5 投票率低下のもたらした結果

これまで投票率の低下の原因を採ってきたが、ではこの激しい低下はどのよ

うな影響を生み出したであろうか。これまで高投票率は自民党に有利に作用し、

また低い投票率tこおいては公明党や共産党のような組織票のしっかりした政党

カ宮健闘するといわれてきた確かに今回の選挙では公明党は好成績をあげたが、

自民党は史上最低の投票率の中 勝利を収めた。なぜ自民党に関しては従来の

「常識』が砂町立たなかったのだろうか。また、これだけ投票率か低下すると

いうことは多くの政党の得票が減少していることを意味するはずであるが、ど

の政党が最も得票数を減らしたのであろうか。以下では これらの疑問に応え

るべく、今回選挙の稀にみる投票率低下が各政党の得票状兄やひいては議席の

纏得にどのような影響を与えたのかを検討する。分析の進め方としては、まず

各党の絶対得票率の変化と投票率の変化の相関関係の有無を調べ、次に社会経

済状態やその変化を示す変散を含めて検討し 各党釘得票変市と投票率変化左

の関係治大見せかけであった旬あるいは隠れていたりしないかを確認する。利

用するデータは各政党への有権者の反応に略いがあるので専ら比例区選挙にお

ける各党の得票となる。分析の単位は主に都道府県であるが、時に兵庫県と京

間村松俊夫伊藤光利辻中豊 「日本の敵治J P.I39 
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都府の市区町村データを利用することがあり 二つのレベルからの検討カ有な
明

われるa

O自民党 今回自民党の絶対得票率は0.8%の低下と小幅に留ま町 投票者

切激減の影響はそれほど受けていないよっに見える。しかし前回89字選挙が自

民党の大敗であったことを考えると それよりも得票がなお減ったことは今回

の自民党の得票状況が決してよいものではなかったことを示している。にもか

かわらず結果的に勝利したのは奇妙で、負け比ぺの中でようやく生き残ったと

いう印象すらある。都道府県別にみると比例区選挙において最も票が減ったの

は、日本新党の影響を受けた熊本県 (-9.5%)で次が選挙区選挙の競争が無

風化した茨城県 (-5.8%)であ，、他方得票が刻植えたのは自民党の当時の実
剛

力者の地元である山梨県 (4.9%)や岩手県(4.7%)である。

投票率の低下との関係を見ると 比例区において投票率の変動は自民党絶対

得票率の増減と有意な正の相関関係(相関係数 r=0町、危険事地 1%で有意)

を有しており、投票率が下がるほど自民党の票も減るという関係がある。選挙

区においても保守系候補者(自民党候補と保守系無所属)の絶対得票率変動と

投票率の変化の聞には、やや弱いが有意な正の相関持団関係数r=0.36危険

率1%で有意)がある。投票者の歩留まりがよいところほど自民の歩留まりは

よい。このような相関は今回選挙と前々回選挙との蘭の変化についてもより

層明砲にみられる(比例区 r=O.71選挙区(保守系)r =0.5C人ともに危険率

1%で有意)0 般的iこ高投票率下における自民党の好調は浮動層の自民支持

で""されるが、 se年選挙では衆参同日選挙による高投票率でまさにその浮動

層が大量に自民党に投票した。対照的に今回の選挙ではその浮動層が全然省参加

側各党の得票率を社会経済変数て鋭明すること自体は非常に興隙甥いが ここでの目
的は投票率￠低下め形響を調べることにあるカら、社会経済~.換の影嘗につ、て回統

御に用いるのみに限定する。
倒 自民党の都道1m県別得票率の標準偏差は2.6%で変動の帽はかなりあるe
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し制、った。その明確な対比カ噛票率低下と自民党の得原低下の相闘を前回と

のよじ執よりも 層ストレートに表わしたと考えられる。ただし 投票率の変動

と自民党の得票変化が正の相闘を有するといっても今回自民党が低投票率η影

響で大きく票を減らしてばかりいたというわけではなく、投票率の低下幅が小

さいところでは投票率"回復している場合がある。したがって、自民党1汁事票

変動は投票率の上下に運動しているというのがむしろ正確である。

自民党の得票制凶変動によってどの稜度説明できるのかつまり他の要因

よりも投票率の変動が自民党に大きな影響を与えているのかを次に検肘する。

両者の関係が見せかけであったり、実はもっと小さなものであったりするかも

しれないからである。そこで、自民党の得票率変化と各都遺府県の社会や経済

の特性を示す変数の関係を調ぺたが、社会経済変教との関連は見られない。同

時にこれら社会経済変数を困婦式に投入しても、自民党の絶対得票率の変化に

対する説明力はきわめて弱く 自民党の得票の変化を社会経済状態で説粛する

ことは撃し目。そこへ投票率変動を加えると、投票率変動が唯一の有効な説明

変数になる。投票率変動は社会経済状態によって統御しても、自民党の絶対得

票率変動の32%を単独で伊A司することができる (F値の有意水準0.1%)。つま

旬、各都道府県の社会経済状警に関係なく 投票率の変動が自民党の得票状況

の変化に最も大きな影響を与えるのである。このことは、兵庫県と京都府の

"也市区町村のデータからも確認される。自民党の得票変化左投票率の褒乙の

相関係数はO.5Eと0.73(共に危険率0.1%で有意)でやはり投票率の上下に

退勤して自民党の得票も増減するという関係がみられる。社会経済状況を統御

しても 投票率低下が自民党の得票変化に最も影響力を有する。ついで15歳以

上29歳以下人口比と14議以下人口比が有効で、若者が多いほどまた子供が少な

同有効な変数は人あたり公民館数のみで会変動の9.5%しか説明できない (F値の
有意水準5%)。
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いほど自民党は票を減らしている。しかしその説明力は併せても投票率変化に
何日

及ぱなし1。

以上の二つのレベルの分析から、自民党の得票変動に慨も影響を与えたのが

投票率の上下であるニと そ¢影響は社会経済状況にかかわらず生じるニとが

明らかになった。「高投票率ほど自民に有利 つま句投票率のレベルが自民の

好不衡を決める」というのが従前の「常議」であった。われわ札の知見は、

『重要なのは投費票率変動の上下帽であり、投票率が上がるほど自民に有利に、

下がるほど才判になる」とこの常越が読み換えられることを示している。そし

てこの改良版の遜り、現実に起乙ったことは、投票率次低下であり自民党には

す哨なことであった。しかし勝敗は別の問題である。従来の常設は、自民党の

得票変動左惨殺を混同していた。惨敗した前回と比べても得票カせ曽えたわけで

もないのに自民党が勝利を収めた原因はおそらく社会党の急落や一人区という

小選挙区制に あるいは選挙区における保守系候補の票が比例区の自民党得票

よりかなり多いという事実に求められるべきである。自民党の得慕褒ゴ凶守投票

率の変動に連動するという関係が続く阪札自民党は投票率を上げる手段さえ

樹与できれば将来は決して楕くはない。

口紅会党 社会党は前回の大勝利の後、今回選挙では末きく得票を減らした。

絶対得票率は、47都道府県で平均13.9%低下した。しかもその標準偏差は1.65%

と比較的小さし票の減少が全国間に起ごったことを示唆している。特に秋国

県や岩手県長崎県熊本県など比較的農村の多い県で得票の低下が普段しい。

社会党広得票変動と投票率褒化との関係を見ると、単相聞については都道府

県レベルでは有意なものが見られない。選挙区選挙においてもやはめ投票率の

変乙と社会党得票率の変化に格闘はない。市区町村レペルでも阿様に相聞はな

い。今回社会党は、全国的には米の産地で第一次産業人口の多いところや持ち

ω 金変動の10.3%を投票率変化治宝説明するのに対L8.8%の説明カである。
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家率の高いところほど票を失った。逆に人口集中地区人口比の高〈、著者や三

次産業従事者の多いところでη得票の減少6ままだましである。ここで投票率変

化を含めて一括して地域特性と社会党¢得票変化の関係を検討すると、第次

産業人口比のみが有効(金変動の25%を説明する)で投票率の変化は影響がな

い(式全体は危険率0，1%で有意)。この現係は兵庫県 京都府の市区町村でも

同じで、地域の社会経済特性では14歳以下人口比第二次産業人口比人口場

加率が有効で投票率変化の影響は認められない。

以上のことから社会党の得票率の減少は投票率の低下の幅とは関係がなく

地域特性的には農村部で大きくなる傾向が現らかになった。しかしその得票の

低下は平均値や標準偏差に示きれるよろにむしろ全国一律に生じたものであ

り、池成要閣より全国要因に注且すべきである。また社会党の場合証投票率の

変動と得票の変じの閣に相関がないので、自民党が噛票率の上昇による得票率

増加を戦略的に狙ョてきた場合には普汁を欽まされる可能性が強い。

。公明措共産党 公胡党も共産党も組織のしっかりしたことで知られ浮

動票の少ない低投票率下での選挙の方が相対的に有利と言われてきた。両党の

支持者は強圃で棄権することが少ないのに対し、棄権しやすい浮動帽の多くは

大政党とりわけ自民党支持だからである。今回の選挙ではその有利きを活かす

ことができたのだろろか。 47都道府県平均で、公明党は若干ではあるが既成政

党中唯の得票増 (0，23%)、共産党は若干の減少 (-0.48%)であった。公

明党は山梨県や中園岡園地方で票を増やし、共産党は京阪神や福岡など西日本

の都市型府県で票を減らしたのが符微である。

両党の得票変動と投票率変化との関係は金国レベルではやや相関(公明党

O初、共産党0.37、共に有意水準I%)があるが、これが実際どの程度確かな

関係であるかは疑問である。市区町村レベルで見た場合、兵庫県では両党とも

有意な相闘はなく、前回社会党ド喰われた票を両党が回復した京都府守は逆相

関(投票率が低下するほど両党得票は増加する)が見られる.らである。また
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共産党については選挙区選挙における得票変ヒについても投票率変化との相関
闘

が見られない。さらに投票率があまり低下せず公明党が好成繍をあげた県のう

ち、山梨県は競争の過熱、山口県は岡岡知事選挙など公明党とは独立の政治的

要因によって投票率¢低下帽を説明できることも、この相聞が見せかけのもの

であることを示唆する。ただし都道府県レベルでは社会経済変数で統御しても

な時票率変化は効果持つ。公明党の場合にはその寄与率は7.8%であ宮。

またE帰係数も非常に小きいので他の変数が定とした楊合に各都虚府県の

投票率低下の帽によってもたらされる公明党絶対得票率変化の地続的な差異は

最大でも0.71%である。共産党の場合は人口集中地区人口比についで影響があ

り(寄与率10.3%)、最大で1.02%の得票率変化をもたらす。しかし兵庫県や

京都府の市区町村データでは人口集中地区人口比をはじめ年齢層別人口比など

社会経済変教のみが得票変化に有効で投票率の変化は影響を持たない。この食

い違いが市区町村データが両党の強し宅情市劃府県に偏っているせいなのか、都

道清県データの集計による誤謬なのかは現時点でははっき旬しなに

共産党や公明党がそ釘絶対得票率に投慕率低下の影響を受けるのかどうかは

微妙であるが むしろ興味深いのはこの低投票率下の選挙戦の中で相対的に有

利であったかどうかである。そこで両党の相対得票率の変化と投票率の低下の

栂閣の有無を禽べると、金国レベルでも市区町村レベルでも商党とも負の相関

があることが明らかになった。格関係数は都道府県レベルで、公明党が，~

0.60 (有意水準0.1%) 共産党がr=-0.34 (有意水準 1話)、市区町村レペ

ルでは公明党がr=-0.34， (有意水準0.1%)、共産党が r=-0.24 (有意水

準 1%)であった。また選挙区選挙における共産党候輔の相対得票率も投票率

同公明党は選挙区選者携を戦った都道府県が少ないので省〈。
尚一人当り公民鑑設の方が髭署地司船、
ωあるいは統御すべき紅会経済特性が対数化会ど適切に操作化されていない可能性も
ある，
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の低下と負の相周(，弓 0.35，有意水準u，を示した。これらのことから

公明党や共産党は事前の風肝と違わず、低投票率の中で党勢を削ることなく維

持し、その結果投票率が下がるほど、相対的に両党のンヱアが大きくなること

が確艇できた。以上のことから、公明党と共産党という二つの組織時党につい

ては投票率の低下によって票を損失するかどうかは疑問で、他方投票率が下が

ると相対的に有利になるといえる。したがって今回選挙の投票率昼下という続

争環境は両党にとっては悪〈なかったはずである。

。まとめ 本稿の第二の目的である投票率豆下のもたらした結果について検

討の結乗、以下のことが明らかになった。(3)自民党の得票夜化は最も強く投票

率低下の影響を受ける、 (2)社会党の得票減は投票率の低下とは関係カ吐い(3)

公明党と共産党は投票率の低下によって相対的に得をする。次にこれらの結果

と先に考察した投票率低下の原因とをあわせて崎今回の参議院選挙における投

票率低下仮含意について検討し 結びとしたい。

6 結び

これまで昨夏の第16回参線院選挙について集計データーそれも隈られた範圏

の から分析を進めてきた。そこでは今次選挙の最大の特徴である投票率の低

下が分析の焦点であった。本稿における第一の目的は、その投票率低下の原因

を探ることにある。そのために、投票率を集計データで分析した従来の議論に

基づいて分析枠組みを検討した結果、まず殺票率の変じを 時的なものと持続

的なものに分け 次にその各々について全国的な要因と地域酌な要因を衡べる

ことにした。今回の投票率低下は専らー時唱的な変動色みなされ、その要因治信金

園レベルと地蛾レベJレでそれぞれ分析されることになった。

実際の分析にあたっては新聞等で指摘されてきたさまざまな要因がとりあげ

られた結呆、以下のことカτ現時点では明らかになった。全国レベルでは、(1)い
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わゆるバルセロナ五輪効果はなく、 l'猛暑は低投票率のー要因ではあるが今回

の低下を観明するものではないが、 131夏休み最初の日曜日という時期設定によ

る効果はあった可能性が強い。l'般票率低下の最大の全国的要因は争点。欠如

または未成熟によるが、 151その背景に砿認知動員の進行や有権者の個人主義

化利益指向がある。地喰レベルでは、 1;1地域の社会経済状況の変イ"とめわ

け商業的側面での成長治噛票率の低下に闘速があ旬、また各市町村の人口構成

の変動も影響することや、 1"選挙区選挙、とめわけ複数定員区における銭争状

況の低下カサZ票率¢低下に拍車をかけたこと また 1"日本新党は棄権を減少

させられないが棄権の増加を和らげる程度の効呆はあったことが分かった。

今回とりあげた要因は集計ヂ}タd分析という制約もあって選挙をめ〈る状

況、いわゆる「選挙の舞台装置(祷島1988).Jについての玄教が多かった。そ

して一時的要固として¢効果が認められたその多くが、社会経済:f*iJ見ではな〈

政治によって決定される政治的要因であった。天候など「舞台装置」の多〈は

不可抗力のように思われるが、実施時期や目程は政府与党指導部の決定事項で

あり、競争状況や新政党の結成は中央の政党指導者や各地方の政治家の仔動で

決まる。また争点の効果は「舞台装置」によるものではないが有権者にアピ

ルする争点を選択し操作するのは政治家であり、争点の有無も政治的要因とな

りうる。したがって投票率の低下に対する政治的要因の影響、つま句政治家の

条たす役割はきわめて大きいといえる。儲かに「舞台装置」や争点操伝効呼宇用

するのは有権者の投票 棄権決定の最終段階であって、効果カ浬じるには政治

的無関心や政治不信といった有権者の社会的 心理的要因がτ地として必要で

あるし また臨治的要因といっても選挙回程のように法的技術的制約が犠され

る場合もある。しかし投票率低下の原因を有権者や木可抗力に簡単にあるいは
側

全面的に求める以前に、政治家の役割と直接的な影響を碕寵するぺきである。

"錫台装置」に関する知見の理歯的合意についていえば、われわれーが理論的出発点
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" 
次に今回の投票率低下の各政党に対する配管を調べたところ、 111自民党の得

票変化は投票率低下と連動しており、その景響を最も強く受けるのに対し、 121

性会党の退潮は投票率の低下とは無関係の全周的なものであり、また、 131公明

党と共産党は投票率が低下すると、その堅い組織ゆえに相対的に有利となるこ

とが明らかになった。 ιょの知見が将来的に続き 現行の政党制が再編するこ

左もなく基本的に変わらないとして 各党のとり得る戦略を捗占守してみよう。

自民党の場合投票率を上げることは房A問的に望ましいことであるが争点効

果は投票率を上昇させても反自民の方向に作用しがちなのでこれは避けたいと

ころである。政権与党である同党は実施時期や向日選挙などの投票率を上げる

ための技術的手段含有してお旬、また多くの人材を抱えているので緩争抄況を

コントロールするこ左もできるので、不利な争点が盛り上がるといろよろな危
l組

険は避けながら投票率をよげ、自覚に有利な状況を作る能力があるe

他方、社会党には投票率を左右し得る手段が限られており しかもそれが同

党の得票増に直後的な影響を与えない。自民党カ噛術的な手段で投票率を上昇

きせる戦略に訴えた場合、相対酌に不利となる社会党にはなす術がない。 唯

の望みは、 89年選挙のように反自民の方向で争点を盛町上げることであるが

としてあえて避けたライカ オ ドンュクの期待効隅モヂルに今回の投票結果はう

まく合致するe 鏡争状況の低下が有植者の選挙結果への影容の主観的確率を下げ、争

.9.の欠如が政党聞の期待効用差を小さくし 夏休みや猛暑が投票のコストを高いもの

にした結果 多くの有権者治棄権にいため低役票率をもたらしたであろう ζ とは容易

E檎測できる 本文でも道子てたように分祈単位が違うので個人釘行動についての因

果論的な解釈を直ちE行うことはできない。ただ集計データで凋定されるものがこの

ような個人行動句集積であるといろ前提に立てl久合理モデルを理愉的に下敷きにし

個人の合理的行動の集積が扱調率の亥鋤をもたらすというそデルにしたがって変数を

選択し その効果を鑑定することも議詰の方接として可能であり、今回については良

好な結果カ呼専られるであろう。

" もっ左も自民党"今回のように投票率が低下した場合でも 人区などを利用して維
果的に勝つこともできるので、争点効果がオ利に作用するのを団還したり、高位票率

を望ぎない友党を支綬したりする場合には必ずしも投票率を上げる必要はない。
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問題はその内容である。今回の有権者は個人利益指向であるから 従来のよう

に平和 鰻憲路線の争点は陣営を団結維持することはできても 支持を拡大す

ることはできない。憎頼に足る経済政策を訴えながら、認知動員の深化iこ応え

て新しい価値理念を提示することによって社会党の長期的展望は聞けるであろ

う。公明党 共産党の場合はその規模もあって自ら投票率に影響を与えるこ

とはできないが逆に投票率の変動によって得票が増減することもない。ただ

支持基盤が堅固で歩留まりカ旬F常によいので投票率が下がるほど相対的には有

利になる。したがって支持者をより 層結束させるとともに投票率を上昇さ

せるような手段をとらないように大政党に働き扮けることが最も合理的な戦略

である。

現実には 政党の目裸は第一義的には政権を獲得することにあ旬、そのため

には選挙能争に勝ち抜いため駆け引きを駆使したりしなければならない。また

政治家にとっては選挙に当選し権力を維持拡大することが肝要なことである。

複雑な政治的文脈においてさまざまなレペルでこの目標を具現化するために活

動する政党や政治家にとって、投票率を上げることは時に無意味なことであっ

たり、それどころか目標達成の鷺容であったりする可能性もあるから 動機の

面からいえば政伯に投事率を上げることは必ずしも期待できない。他方、有権

者の政治的認機能力が増大する一方、政治スキヤングルが続発する今日の状見

下では 有線者が自らの投棄権を放棄することそれ自体に意味が認められない

わけでもないa しかし長期的には棄権の綱大を放置することは民主主義惨劇に

とって決して好ましいことではない。本稿で示したように棄権の地大 すなわ

ち投嘉率低下の要因として政治家の行動カ唱当程度重要な役割を果たすのであ

れば、民主主義の下で育った政治家が短期的個別的な利益のために自らの首を

締めるのは皮肉なことといわねぽならない。雄かに棄権を減らし投票率をよ昇

させる最良句処方隻は、有権者の政治的関心を高め、政治不信を取り除〈ごと

に違いない。しかし 困難を前に途方にくれるばか旬でなく、投票率低下匂政
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治的要因を形成している複数定員区や実施百程などの制度の改正や競争の活性

化といョた具体的対応を政治家に対し期待することもできるのである。
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回"回年参院選における投票率低下の分析
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表 1 無風選挙区状況の変化と投票率の低下

観争状担 投 票 寧 投票率増棋(蓋) ケ-~致
定寝技

前 回 今回 平均 標準偏差 平 均 標準偏差 N 

1 続争区 厳争区 57.44 u -13.23 ，.， 
" 綬争区 無風区 5自 w o.; "官。 u 5 

z 続争区 続争区 52.88 u 12.78 '.0 5 

無風区 競争区 51.20 " 
-14.98 '" 4 

被争区 年E乱区 "日3 6A -21.53 '.0 3 

篠風区 無J麗区 51.70 ，.， 
"咽'"

'.o 3 

，-被争区 競争区 50咽" <.; 13.32 " 6 

(Total ea.es=4η 

表2 定数別選挙区立候補状;冗の変化と投票率の低下

投票率 投票率増悼
定扱 鏡争度 N 

平均 標準幅差 平均 楓準偏差

全体 54.52 7.82 -13.77 3.83 " 
l "人区全体) 57.16 6.9C 13.17 3.48 m 

低下 54.84 11.42 -14.54 ，.官Z 5 

同じ 58.93 5臼 -12.77 3.50 " 増加 54.00 1.27 13.50 ，.由7 2 

2 "人区全体) 51.30 7日 14.53 4.61 

" 低下 47.13 8.23 -19.78 '.M 4 

同じ 48.68 5.68 -12.81 3.51 6 

増加 回'" 1.33 u咽河 ;; 4 

3 (3・4人区全体) 絹卯 6." u.開 3.49 7 

低下 43.95 8.56 -17.05 ，." z 
同ヒ "∞ ω -15.70 ∞ L 

増加 51.85 5.18 12.93 L~ 4 

".ω Cases=41) 



"回年参院選における投票率低下め分析 '5 

(参照表A)

( . )桂説明聖書生投票率の変化{京都府兵庫県}

説明費教 回帰係歎 柵車偏差 β係数 t憧 (危陸軍)

人口集中地E人口比 0;; ∞1 4妬 ι478 (叩0)

壮年入国 (30-44)此 -.511 .179 一回 -2.854 (凹， ) 

胡年人口( -14)比
'" '" 1悶 2.304 (阻"

(定数) 7 .286 z自" 2.532 (.012) 

式全体 " .412 (自由度幡正請冊数 A回) F M.'宮(危険事回。)

'0 )被院明変数投票率の変化(都道府県)

説明変誼 回帰係数 標準偏差 β係数 t値 {危険宰)

小売匝売額聖化事 -.261 間 -.45自 -3.332 (.002) 
商工間違予算審化車 +。呂1 即 加 2.ZOu (.033) 
(定量) 11.8&6 9.3t9 LZ'll ( .121 ) 

式全体 " .，釘(自由度時Ai南幌量 .192) F 6.47 (危険率 4∞"

(Cl)世説明聖書生 日本新党絶対得票車に対する棄権増加分の比{兵庫県)

説明変数 回帰保教 原革偏差 β係数 t値 〔危険寧)

日本新党絶対樽票辛 -92.024 24.133 -.364 -3.813 (.0田〉

(定量生) 747.705 日開4 12.157 (.0叩}

式全体 " .133 (自由度悼正請標数 124) F 14.54 (危険辛口00)

(02)披説明金量生 目本輔党絶対樽票率に対する棄権増加分の比(京都府)

説明聖教 固帰係数 標準価差 β係畿 t値 [危険率)

次産識人口比 6.901 1.377 '" 
5.010 (.0叩)

日本新党絶対得票率 ."日"宮 23.165 "" 
4.754 (.0凹)

若年人口 (15-詞)比 20.8ZO 5.511 '" 3.711 ， .0暗)

{定数) 36.059 町田口 -.377 (.7閣)

式全悼 " A位(自由度棒正捕係数 451) F 15.49 (危険率。ω)

( . )桂説明変数+投罵宰の型化(都道府串〕

説明変動 回帰俸童生 保準偏差 β係書提 E盤 {危険車)

蹴争倍車変化車 0" 醐 晶'" 2唱担6(.024)
小売厩売額変化率 ". 回 .0> 3岨， (∞" 
(定数) 8叫 9開 414 (.S!:Il) 

式全体 " 561 (自由度悼正請保教 314) F 6.57 (危険事国"


